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赤木麻莉子　神津直己　曽我武志　田後勇希

辻本有香　中西ペネロープ　本望洋輔　茂手木岳

「在日ブラジル人子女の教育問題」

～ことばの壁を越えて、夢と希望をもてる人材育成をめざして～

0． キーワード　

「多文化共生」　「日本語教育（指導）」

1． 目標・問題意識・政策提言
目標

長期：多文化共生、より良いパートナーとしての共生

　　　中期：在日ブラジル人の進学率の向上

　　　短期：学習言語としての日本語の獲得

問題意識

　学習言語としての日本語の獲得の困難さによる在日ブラジル人の進学率の低さ

政策提言
センター校によるダブルスクール制
　　　　センター校と公立学校の両方に通学

センター校における人材確保

　　　 （従来）バイリンガル教員  → （提言）日本語指導教員と通訳
2． 在日ブラジル人の概観
在日ブラジル人の増加、定住化
　「デカセギ」 → 入管法改正（１９８９）による増加 → 一部で定住化
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在日ブラジル人数の推移
（外務省HP「在日ブラジル人に関するデータ」から引用）
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日本に滞在する外国人の総数
（2007年登録外国人統計より独自作成）
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長期滞在者

（2007年登録外国人統計より独自作成）
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ブラジル人国籍永住許可件数の推移
（法務省「出入国管理」より独自作成）
在日ブラジル人の地域性

商業型移住システム：斡旋業者を通して移住するシステム
　外国人集住都市会議：「ニューカマーと呼ばれる南米日系人を中心とする外国人住民が多数居住する都市」群馬県太田市・大泉町、長野県上田市・飯田市、岐阜県大垣市・美濃加茂市・可児市、静岡県浜松市・富士市・掛川市・袋井市・湖西市・菊川市、愛知県豊橋市・岡崎市・豊田市・西尾市・小牧市・知立市、三重県津市・四日市市・鈴鹿市・伊賀市、滋賀県長浜市・湖南市
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大阪市　登録外国人統計

（2007年の各市の登録外国人統計より独自作成）
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浜松市　登録外国人統計
（2007年の各市の登録外国人統計より独自作成）
3． なぜ日本語教育か

「学歴」社会の日本：日本で生活をする場合、「学歴」は重要なキャリア
　「学歴」社会で生きることによって、パートナーシップを結ぶ
進学率：在日ブラジル人の進学率の低さ、地域間のバラつき
静岡県浜松市　67％（2006）　愛知県豊橋市　76.6%（2005）

日本全体での高校進学率　97％
日本語教育：
　　日本語を学習言語に
　　　　生活言語能力と学習言語能力

　　　　→学習言語としての日本語の未獲得により進学の機会を阻害

　　　　母語との関係　「ダブルリミテッド」「セミリンガル」

　　　　　→中途半端になることを防ぐため、学習言語を日本語に

　　日本語指導が必要な外国人児童・生徒
[image: image8.png]&
it
#
K
s
&%
T

z
o





日本語指導が必要な外国人児童生徒の受入れ状況に関する調査（平成19年度）

「母語別児童生徒数」
（文部科学省HPから引用）
4． 実際の施策
三市の事例

　静岡県浜松市

　　教育委員会に一本化

加配教員と外国人児童就学支援員（児童の母語が話せる）による取り出し授業

　　加配されていない学校の児童・生徒のために「外国人児童適応指導教室」

　群馬県太田市

　　教育特区に認定されていた
　　プレスクール、夏季休暇中や放課後などの補習、ブロック別集中システム

バイリンガル教員（ブラジル等の教員免許を持ち、日本語とポルトガル語が堪能）

　　　愛知県豊橋市

　　　　県からの加配教員で対応
　　　　　小学校　10人以上に1人、31人以上に2人、51人以上に3人

　　　　　中学校　10人以上に1人、21人以上に2人

　　　　市立岩田小学校の事例

　　　　　当初、ボランティアを含む8人で152人の指導にあたっていた

　　　　　吉田（2007）「１名の加配教員で外国人子女を支援するのは20人が限界」

　　　　　配置を見直し、20人あたりに加配教員が１人つくようになった。
加配制：児童生徒数によって、上乗せして配置する教員のこと。各教育委員会が決定

問題
長期的システムが構築しにくい

豊橋市立岩田小学校の事例

日本語指導の専門的な技術の無さ→日本語学校※
　　　

※多くの加配等による日本語指導教員は特別な訓練は受けていない。

日本語学校は留学生の就学前指導を行うなど、日本語の指導についての専門知識を持っている。
　　　　京都日本語教育センターでは、教育委員会の要請を受けて公立小学校へ非常勤講師を派遣している。
　　　　
ブロック別集中システム

メリット
公立的な指導。指導者の負担軽減

デメリット

指導における時間的、金銭的負担（特にバイリンガル教員）
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入管法改正
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